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現代中国における地方財政調整システムの生成と展開（2）

霊 長 青

皿　共有税システム

1．共有税（shared　tax）とは何か

　現行分税制の基本的な枠組を定めた「93年国

務院分税制決定」では，分税制の導入に伴い，

中央・地方間で共有税制度を創設することを決

め，これを政府間財源調整のベースにしょうと

した。2GO6年7月現在の共有税システムの概要

を纏めると，おおよそ表6のようになる。

　本稿1節（葡号）の表2では，営業税と都市

維持建設税は地方税に分類されたが，表6では

この2税が共有税に位置づけられるのはなぜだ

ろうか。

　これは主に通常，共有税と位置付けられてい

る資源税と同様に，営業税と都市維持建設税も

中央政府と地方政府の分賦税だからである。

　すなわち国有鉄道会社，各銀行の本店，各保

険会社の本店に対しては，国税局がこの2税を

徴収するが（税収は中央に帰属），その他の業

種について．は，地方税務局がこの2税を徴収（税

収は地方に帰属）することになっている。この

点からすれば，この2税の税収が中央と地方の

両者に共有されるため，共有税である。しかし

中央の税収分は地方のそれに比べると，無視で

きるほど少ない21＞。そのため，中国ではこの2

税は地方税と認識されがちである。

21）たとえば．2003年のデータ（『中国財政年鑑12004年版

　277～279頁参照）をみると，営業税収2，845億元のうち，

　地方と中央はそれぞれ2，768億元と77億元，都市維持建

　設税収550億元のうち：地方と中央はそれぞれ547億元と

　3億元という具合である。

表6　中国における中央・地方間の共有税制度

分割比率
税　　　目 徴税機関 課税対象 中　央 地　方

75％ 25％
①増値税 国税局

物品販売，加工・修理等の

�ｱ提供物品の輸入など 1993年以前は地方税

97％　　　　　　　3％

②証券取引の印紙税 国税局
特定有価証券の売買（現
ﾝ，上海市と深別市のみ）

1993年以前は地方税，1994年より中

宦E地方間で折半，95年では一旦
･収停止，96年は折半，1997～2000

Nは不安定，20◎1年より中央94％

ﾎ地方6％，2002年以降は現行比率
i97％：3％）

③資源税
国税局

n税局

原油，天然ガス，塩，石炭，

ｨよびその他原鉱の生産　i

海洋石油資源に

Wるものは中央

その他資源関係

ﾍ全部地方
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60％　　　　　　　鱒％

④企業所得税 地税局
企業の事業所得及びその
ｼ所得（利息，営業外収益）

1994年以降原則上地方税実質
繩驪ﾆの所属関孫に基づき中央と
n方の問で分割共有。2◎◎2年は中

宦E地方間で税収を折半，03年以
~中央6◎％対地加O％

60％　　　　　　　40％

⑤個人所得税 地税局
給与，事業，報酬，原稿

?q配当，特許権使用など 従来は地方税分割比率は同企業

鞄ｾ税

60％　　　　　　　4◎％
⑥外商投資企業・外

@国企業の所得税
国税局

企業の事業所得及びその
ｼ所得（利息，営業外収益） 従来は中央税分割比率は同企業

鞄ｾ税

60％　　　　　　　40％

⑦利子所得税 地理局 預貯金の利子所得
1999年11月に徴収開始，当時は中　　　　　　　　　　一

寳ﾅ，2002年以降は中央・地方共

L税

⑧営業税
国税局

n税局

交通運輸建築，金融保険
X便通信，文化，スポーツ，

竓yサービス等の課税労
ｱの提供，無形資産の譲
n，不動産売買

鉄道部，各銀行

ﾌ本店，各保険

?ﾐの本店に対
ｵては，国税局

ｪ徴収し，税収
ﾍ中央に帰属

その他は地方が

･収し，税収は
n方に帰属

⑨都市維持建設税
国税局

n税局

増値税，消費税，営業税の

t加税。外資系企業・外国

lは免除

税収の分割方法は営業税と同じ

（出所）中国税制研究グループ編［2004］より筆者作成。

　それでは，共有税とはいったい何か。本稿で

は，共有税とは中央と地方の2者あるいは中央

と　か　市　黒　郷鎮の4者からなる地方　す

なわち最大の日合　5者が共通の税源に　参与」

一と定める22）。
　中国の共有税制度は，財政請負制期の分権的

財政システムの発展から生まれたものである。

ただし，表6のような共有税の対象税目，徴収

機関，課税対象，中央・地方間の分割比率に関

する現行システムは1994年の分税制導入後に形

22）共有税とされる前提として，例えばドイツの共岡税

　制度に見られるように，2者あるいは3，4，5者が対

等であるという理念があってしかるべきだが，罪悪の

場合，下級政府は上級政府の指示に従わねばならない

　ため，明らかに対等の立場ではない。この点からも中

　国の共有税制度は不備の多いものであることがわかる。

成されたものである。表6を見る限り，共有税

システムは絶えず変化を遂げてきたこともわか

る。総じて言えば94年当時と比べてかなり有

利な「取引」をしたのは明らかに中央側であり，

逆に不利に扱われたのは地方側である。

2．中央・地方問の共有税の原則と分割比率

　では，中央・地方間で共有税の税収を分かち

あう際の原則や基準は，どうなっているのか。

　これには2通りがある。一つは「93年国務院

分税制決定」に原則（共有税であること）と分

割比率が明示されている場合である。たとえば

増値税は中央と地方の共有税であり，かつ中央

対地方で75％二25％の比率で分割されることが
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定められている。また，資源税の場合，中央と

地方の共有税であることが明記され，海洋石油

資源に係るものは中央の税収となり，国税局が

徴収するのに対し，その他の資源に係るものは

地方の税収となり，地税局が徴収することが定

められている。いうまでもなく，「93年国務院

分税制決定」で規定されていることは改定が困

難iであることを意味する。逆に言えば，税源保

障の程度が強い。事実上，増直税も資源税も94

年以来，一度も改定されたことはない。

　ただし，例外もある。たとえば証券取引の

印紙税の場合，「分かちあう」の参与団体は中

央と証券取引所が設けてある上海市と広東省の
しんせん

深珊市のみであるが，これまでに中央と両市間

の分割比率は，94年当時の中央・地方間での折

半からかなり紆余曲折を経てきた（表6参照）。

　具体的には，94～96年の間（うち95年では徴

収が一時停止），中央・地方間で基本的に折半

されたが，97年1月1日より中央80％対地方

20％の分割比率に調整された。そして97年5月

10日より税率が従来の0．3％（ただし，売方と

買方の両方に対して課す〉からO．5％23）に引き

上げられ，税率のアップによる増収分はすべて

中央の取り分とされたため，中央・地方間の分

23）ただし，1997年のアジア金融危機後の不況から脱却

　するため，98年6月12日にO．4％に引き下げられた。そ

　の後も証券・株式市場の活性化を図るために，2001年

　21月16日過さらにO．2％に引き下げられた。

24）88％は以下のようにして得られる。仮に証券取引の

　印紙税の納税義務者（売方と買方の双方〉間の取引額

　は1，000元とすると，税率が0．3％で，中央・地方間の分

　割比率は80％対20％の場合，総税収6元（1000×2xO．003

　＝6元）のうち，中央の取り分は1000×2×0．◎⑪3×O．8　・

　48元，地方の取り分は1．2元となる。ところが，税率は

　0．5％に引き上げ，かつ税収の増収分は中央の収入にさ

　れると，総税収10元（1⑪00×2×0．005＝10元）のうち，

　中央の取り分は税率引き上げ前の4．8元＋税収の増加分

　4元（10－6＝＝4元）＝　8．8元となり，申央・地方間の分

　割比例が実質上8．8元対12元，すなわち88％対12％とな

　る。

割比率は実質上中央88％24）対地方12％になり，

いっそう中央に有利に変更された。

　その後200◎年1月よtl　，中央・地方間の分

割比率がいったん88％対12％に設定された後

向こう3年間（つまり200⑪年，◎1年及び◎2年）に

かけて段階的に分割比率を申央97％対地方3％

に引き上げることが決定された。すなわち20⑪0

年10月以降の税収については，中央91％対地方

9％，01年1月からは中央94％対地方6％，02年

1月以降は中央97％対地方3％に，それぞれ調整

されるわけである25＞。

　実際にも中央の計画通り，01年より中央94％

対地方6％に中央の取り分が引き上げられ，02

年以降は現在の分割比率，すなわち中央97％対

地方3％に変更された。つまり，中央の取り分

が一貫して引き上げられてきたのである。

　94年当時は中央50％対地方50％であったこと

から，中央に大幅に有利26）に（上海市と深甥1市

に不利に〉変更されたわけである。

　もう一つは，原則と具体的な分割比率は「93

年国務院分税制決定」ではなく，94年以降に国

務院（または財政部）の通達等によるものであ

る。たとえば企業所得税個人所得税外商

投資企業・外国企業の企業所得税および利子

所得税27）などはいずれも2001年末に公表された

「国務院が所得課税収入の共有税化改革の方案

についての通知」（国発［2001］37号）により，

共有税に仲間入りしたものである。

　これらの税は，いずれも「決定」の形ではな

25）証券取引の印紙税については，中国財政部予算婦選

　『国家財政決算治要（1991～2000）』，中国財政経済出版

　社（北京），2◎02年5月，502～503頁を参照した。

26）1994～2002年の問に中央取り分の合計47％（97％一

　50％）の引き上げの相当額は2003年時点で60億元とみ

　られる（この年の証券取引の印紙税収は127．7億元）。

27）預貯金の利子所得に対して課す個人所得税。税率が

　20％に固定され，源泉分離課税の方式を採る。
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く，いわば「通知」の形で共有税化されただけ

に，その分，税源保障機能は弱い，もしくは弾

力的に改定することが可能である。実際にも，

これらの税はいずれも改革が実施された最初の

年，すなわち2002年では，中央・地方間で税収

が折半されたが，翌G3年より，中央の取り分は

60％に引き上げられ，その後暫定的ではある

が，この分割比率に据え置かれている。地方の

取り分は50％から40％へと10％引き下げられた

ため，不利に変更されたわけである。

　ちなみに，この10％引き†げ分の相当額は03

年時点で433．8億元28）とみられる。

　以上のように，「93年国務院分税制決定」に

原則と分割比率が明示されているか否かにより

分類するという区別が結果としては大きな意味

を持つことになったのがわかる。つまり，即値

税以外の共有税については，「分かちあう」比

率がいずれも中央有利に大幅に変更されてきた

ものの，二値税の場合，分税制導入後分割比

率が一度も改定されていないのである。

　とはいえ，省以下の各級地方政府間での増値

税収の地方分（全体の25％）の分割比率は省に

よって頻繁に改定されたところもある。

　というのも，増二三の場合，中央・地方間の

共有税だけでなく，実質上巴以下の各級の地方

政府間の共有税でもあるからである。すなわち

二値税は一旦中央と地方（省）の間で分割され

た後，多くの省ではさらに省，市，県，郷鎮の

4級の地方政府間で分かち合わなければならな

い。三値税の地方分は各省を通じて省以下の各

級政府の間で配分される際多くの省では，そ

の分配システムにしばしば手直しを加えること

28）2003年の企業所得税収入一外商投資企業・外国企業

　の所得税を含む一は2，919．5億元であり，同個人所得税

　収入一利子所得税収を含む一は1，418．0億元であった。

　（2，919．5＋1，418．0）×O．1　i？　433．8億元。

第73巻第2・3号

で自らに（つまり省レベルの財政）に有利な取

引をすることがある。増機鋒の省以下各級政府

間での分配システムについては，次節で詳しく

みることにするが，以下では，省以下の各級地

方政府間の税源配分から，各級：地方政府聞の税『

収共有関係，すなわち地方政府同士問の共有税

システムを見てみることにしよう。

3．省以下の各級地方政府間の税源配分

　中国では，省以下の市，県，郷鎮は省の管轄

下に置かれ省の構成単位であるとされている。

そのため，中央と市，県，郷鎮との間では，原

則上直接的な財政関係に立つことはほとんどな

く，省レベル以下政府問の税源配分は，基本的

にそれぞれの省内において行わざるを得ない。

　「93年国務院分税制決定」において，中央と

省の間で税収を如何に配分するかが取り決めら

れてはいたが，省以下の各級地方政府問の財政

関係については各省の裁量に委ねられた29）。

　分税制改革直後の1994年3月に成立した予算

法（施行は95年1月）においても，省レベル以

下の各級政府間で税収を如何に分割すべきかに

ついて漠然としたガイドラインを示したのに過

ぎない30）。比較的最近では，国務院が02年に公

布した第26号通達では，各省に対し，地方財政

管理制度の健全化を指示し，「県・郷鎮レベル

の基本的な支出需要は必ず満たされなければな

29）省以下の各級地方政府問の税源配分および役割分担

　については，あまりにも重層的であるため，当時では

　改革を進めていく中で逐次に解決していくことに期待

　を寄せていた（「93年国務院分税制決定」を参照）。

30）ただし，予算法の施行令である「予算法実施条例」（95

　年11月公布）では，「地方各級政府予算における上下級

　政府聞の収入および支出の項目の区分，上納，還：付，

　または補助に関する具体的な方法については，一級上

　の政府が決定する一e弓（13条）と規定している。す

　なわち，各級の政府予算の「決定権」は，本譜政府で

　はなく，上級政府に付与しているのである。
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らない。県・読点レベルにおいて財源不足が生

じた場合，その不足分については省・市レベル

は一般目的財政移転によってそれを補填しなけ

ればならない」と規定している。

　しかしこの通達においても，各級地方政府間

で税収を如何に分割すべきかについては如何な

るガイドラインも示されていない。結局，各省

レベル政府は下級政府との間で税収を分割する

かどうか，そして分割する場合，どう分割する

かについてかなりの裁量権を持つことになる。

　実際では，各省は中央・省問の税源配分に倣

う形で下級政府との問で税源配分を実施してい

る。ただし，最大4層31）からなる地方政府の上

下旧聞の税源配分について全国一律のガイドラ

インが存在しないため，実質上「一級下を管理

する32）」という共産党の民主集中制の組織原則

31＞省と自治区の場合は省・自治区市，県，郷鎮の4層，

　直轄市の場合は直轄市，区・県，揮鎮の3層である。

を応用する形で，一級上の政府には一級下の政

府との間の税源配分の仕方を決める権限を与え

られている。そのため，省以下の各級：地方政府

問の税源配分は省によって区区である33）。

　表7は各省における税源配分の仕方を類型別

に示したものである（津上［20⑪4］；黄偲華ほ

か［2003］，104～107頁参照）。

　表7に示されていないが，多くの市おいても

32）中国では国家統治の便宜上，中央の統一指導を堅持

　する一方で政府階層または部門別に分けて管理を行う

　（統一指導分級管理）方式が採られている。具体的に

　は上級党委員会・政府は下級党委員会・政府を統制す

　る，いわゆる「一級下を管理する」という形を採って

　いる。

33）ただし，企業関係の税については，どの省において

　もおおむね所管関係で収入先が決定される。例えば

　筆者が調査した河南省では，省の規定により企業関連

税収の納付先が決められ，省所管の企業であれば，そ

　の税収は省の収入となり，市・県所管の企業であれば，

市・県の収入となる。また，金融関連については，す

　べて省の収入，私営企業関連はすべて市・県の収入

農業関連はすべて県・郷鎮の収入　となっている。

表7　各省内部での税源の分け方

タイプfl分税＋一部税の共有方式

　まず，税目をいずれかの政府階層の固定収入とするかの振り分けを行う。その際に一事業税目につ

　いては省が市・県レベル政府と共有する。黒龍江，吉林，内蒙古，北京，天津，重慶，山東，山西，

　湖北，四川，雲南，チベットt貴州，甘干の14省・直轄市・自治区ではこの方式が利用されている。

タイプ2：分税＋2税税収還付の省集中方式

　まず，税目をいずれかの政府階層の固定収入とするかの振り分けを行う。中央から地方への増値税

　と消費税の2税の税収還付分については，省が一定程度の集中を行う　（ただし，集中度は省によっ

　てそれぞれ異なる）。上海，安徽河北の3省・直轄市では，基本的にこの方式が利用されている。

タイプ31分税＋一部税の共有＋2税税収還付の省集中方式

　まず，税泪をいずれかの政府階層の固定収入とするかの振り分けを行う。その際に，r部の税目は

　省が市・県レベルと共有することとする。中央から地方への増値税と消費税の2税の税収還付分に

　ついては省が一定程度の集中を行う（タイプ2と同様に，集中度は省によってそれぞれ異なる）。遼寧

　河南，湖南，江西，福建，広西，海南，広東，青海，馬丁，陳西，新彊の12省・自治区ではこの方式

　が利用されている。

タイプ4＝分税＋全移転交付の省集中方式

　まず税目をいずれかの政府階層の固定収入とするかの振り分けを行う。中央から地方への税収の移転

　交付分（引値税と消費税の2税だけに限らない）については，省が一定程度の集中を行う（タイプ2・

　3と同様に，集申度は省によってそれぞれ異なる）。江蘇漸江の2省では，この方式が利用されて

　いる。

（出所）津上［2004］，および黄楓華ほか［2003］，104～107頁などより筆者作成。
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一一一狽莱ｺの県と，そして県の場合は，郷鎮との問

で税源配分を行っている34）。豊かな市では，県

以下から税源の集中を行う一方で，財政力の弱

いところに対しては，納付金の減免と同時に補

助金を交付するなどの調整措置を展開してい

る。他方，貧しい市では，県以下に財政余力が

ないことから税源の集中を行わない一方，補助

金の交付による財政調整も行わないのが一般的

な姿である。

　以上からわかるように，省以下の各級地方政

府間の税源配分は省ごとに大きく異なる。

　ただし，一部税目の税収を共有し，中央から

の税収還付の一部を下級に戻さずに省に集中す

るなど中央・省間の税源配分に倣う，または制

度の一部を利用する形で税源を省に集中する手

法には共通性も見られる。各省は，このように

して中央が財力を回復するために行った税源集

中の負担を下級政府に転嫁した結果，県・郷鎮

レベルの財政難がもたらされたのである。

　このように，「93年国務院分税制決定」にお

いて想定された共有税システムは94年以降かな

りの変化をきたしている。分税制の導入から12

年聞の変遷を経た，いま現在の共有税システム

について言えば94年当時と比べて有利な取引

をしたのは国や省のような級の高い政府階層で

あり，逆に不利に扱われたのは県，郷鎮といっ

た級の低い政府階層であることがわかる。

34）ただし，最初は点播から始まり，その後吉林，海

南に広がったように，市レベルを経由せず省・県問で

　直接に税源配分を行う，いわゆる「導管県」を実施す

　る省が増えている。また，安徽から始まってから，最

　近は江蘇や寧夏などに広がったように，県は郷鎮との

　聞で税源配分を行わない，いわゆる「些些県管」を実

施する・省も増えている（OECD［2⑪06］，　chap．3参照）。
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N　増値税の分配システム

　前節で，共有税システムに手直しを加える中

で，中央と省は有利な「取引」をしてきたこと

を見た。ところが，中央は1つしかないが，省

は31もある。有利な「取引」の恩恵を被ったの

は31省のすべてそれとも一部であろうか。

　これを言い替えれば，たとえば省が1994年

以降に手にした増値税の地方分（税収の25％）

が，今度は省の内部でどのようにして分割され

るか，といったような問題にもなる。

　そもそも増値税は，中央と地方（省）との問

でどうやって分配されるのだろうか。

　原則は，各省の税収の25％が還付される形を

採る。ところが，増値税の仕組みは，付加価値

に対して前段階税額i控除法（いわゆるEC型付

加価値税〉で課税するものである。住民の消費

力に課税していることを考えれば，各省の住民

数比例による分配のほうがより適切である。

　では，なぜ中国では各省の住民数比例による

分配という形を採らなかったのだろうか。

1．七三税の衝撃・悪影響

　二値税収の地方分は住民数比例による分配の

形を採らなかったことの背後には，中国が単一

制を採りながらも，どの省をとってみても，住

民とりわけ都市部住民と農民の消費力は大きく

異なるという，均質性の非常に低い社会であっ

たという事実があると考えられる。分税制導入

後，中西部の省の財政難がただちに明白となっ

たので，東部も中西部も単純に住民数に比例し

て三値税収の地方分を分配することにしなかっ

た。これはあまりにも地域格差が大きいため，

中西部の省における住民の消費力を東部と同等

とみなすわけにはいかないからである。
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　このことは，増値税の配分には財政調整機能

がないことを意味する。分税制が導入された当

時中国国内には，ドイツの売上税システムに

倣って，地方に配分される増値税収の25％以内

に限って租税調達力の弱体省に優先分配すると

いう規定を設けるべきだとの主張も一部あった

が，意思決定者の耳には結局届かなかった。

　前節で，省以下の増凹型分配システムにおい

て，省は有利な「取引」をしたと述べたが，そ

れはもっぱら中西部の省が租税調達力において

i著しく不足しているところがら，東部の省と同

様に省内の統治を強固にするために，本来なら

ば，下級政府に帰属すべき財源を無理やりに省

レベルに引き止めたからである。その財源をひ

ねり出すために自らの権限内において，胃壁税

の分配システムを活用したわけである。

　東部の省はなるほど中西部への移転支出の負

担を中央財政に押し付けているという点では有

利な「取引」をしたとは言えよう。しかし，全

く「犠牲」なしで済ませたわけではない。

　というのは，中央財政が発行した国債はいず

れ償還せねばならないが，償還するための財源

は東部を含む国全体から徴収された税収とりわ

け国税である消費税と共有税である増値税で賄

わなければならない。中西部よりも東部の消費

税や下値税の税源が豊富なだけに，結局のとこ

ろ，住民数比例による分配の形で同値税収入を

東部の省から中西部の省へ直接に移転をしなく

ても，実際は中央財政の移転支出の形で東部か

ら中西部へ資金が流れている。要するに，現行

の財政システム下においても，かなり限定的で

はあるが，東部の省も自らの省だけがよければ

というわけには行かず，側面ながらも中西部の

省を支援しなければならないのである。

　では，もっぱら中西部の省に中央・地方間の

「取引jの果実は帰属しているのだろうか。

　ある意味ではそうである。しかし，申西部の

省からみれば　ようやく省レベルの租税調達力

が東部に近づいてきたのに過ぎず，市レベル以

下の租税調達力は依然として東部のそれには遠

く及ばないのである。それが結局のところ，中

西部の農村財政難問題となって現れている。

　このように，呼値税の各省内での分配如何は

実質上分税制導入後の共有税システムを変える

動力にもなっている。以下では，増値税は各省

内でどのように分割されるのかを見てみよう。

2．増値税は如何に分割されるか

　共有税収がどの程度分散化され，万町におい

てどれだけの違いがあるのかを判断するには，

増値下が各省内部の各級政府間で如何に分割さ

れるのかを見るのが一つの手掛りとなろう。

　次頁の図5から見て取れるように，20◎2年で

は，福建，新彊，雲南，安徽：，広西，江蘇，内

蒙古，広東河南，三江の10省では，増値税収

のうち，省レベルの取り分は10％未満である。

これに対し，上海青海黒竜江，北京，海南，

吉林，重慶の7省では，増値税収のうち省レベ

ルの取り分は圧倒的に多く，省レベルへの増値

税収の集中傾向が顕著である。省間における増

値税収の配分状況には大きなバラツキが見ら

れ，各省の経済状況，地理位置あるいは人口規

模等と無関係に税収の分割を行っていることが

わかる。東部の省のうち，北京，上海，天津の

3直轄市では，増値税収が省レベルに手厚く配

分されるのに対し，ほかの省，たとえば福建，

江蘇広東，漸江，山東の5省では増値税収が

省レベルへの集中度が低く，市レベルと県レベ

ルへ税収のほとんどが配分されている。

　他方，市レベルと県レベルでは，増値税収の
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（出所）OECD［2006］，p．79，　Figure3。4，『中国財政年鑑』2003年版，『地方財政統計資料』2002年版参照。

　　　　　　　　図5　各省内部の各級政府間での増値税収の分割状況（2002年）

配分パターンを見出すのは難しい。増値税収が

分散的に配分される福建，新彊，雲南，安徽，

広西，江蘇内蒙古，広東，河南及び俗学の10

省（図5左側）のような，徴収地に税収を帰属

させる源泉地原則（collection　一　site　principle）

が適用される省もあれば，異なる政府レベル間

での増値税収の分割比率が事前に決められてい

る省もある（OECD［2006］，79～80頁参照）。

　以下では，筆者が調査した中部の河南省と同

省管下の輝県市（県級市）との間の三値税収の

分配関係の事例から，省以下政府間での増値税

収の分配システムの実態に接近してみよう。

3．河南省の事例

　表8では，地方財政収入全体に占める上値税

の割合，中部の貧困省・河南省の財政収入に占

める増値税の割合および河南省の増値税収の各

級政府間での配分割合の推移が示されている。

　まず，この表から分税制が導入された以降，

「93年国務院分税制決定」に定められた通り，

中央・地方間で二値税収がほぼ75％対25％の割

合で分割されてきたことが見て取れる（表8の

左側）。ところが，地方財政収入全体に占める

増値税の割合及び河南省の財政収入に占める同

省の増値税収の割合の推移を見てみると，ほぼ

一貫して低下ないし横ばいしていることがわか

る。このことは，地方全体・河南省は徐々に中

央との共有税である増高税への依存を弱め，独

自税源への依存を強めたことを意味する。

　さらに，河南省内の各級政府間での時値税の

配分状況（表8の右側）を見ると，省の取り分

は95年の3．5％から03年の5．4％へと増えたこと

がわかる。当然のことだが，市以下の取り分は

省の取り分と反対の趨勢が見て取れる。

　表9では，河南省管下の輝県市（県級市＝県

レベル市）において，増値税収の分割状況，中

央からの消費税と増隆昌の税収還付の額及び中

央に納付した増値税収に占める税収還付の割合

の推移が示されている。
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　表8　増値税収入の各級政府間の配分状況

　　項目

N度

増値税収総額の中央と

n方聞の実質分割比率

i地方財政収入全体に

閧ﾟる増嵩税の割合

歪河南省の財政収入に

閧ﾟる増値税の割合

河南省の増値税収
@　配分状況
省（％） 市以下（％）

1994
中央　75．1％

n方　24。9％
25．3％ 23．4％ n．a． 1La。

1995
中央75．1％
n方　24．9％

23ユ％ 20．5％ 3．5％ 96．5％

1996
中央75．196
n方　24。9％

21，596 18．5％ 3．8％ 96．2％

1997 中央75ユ％
n方　24．9％

20．6％ 17．o％ 3．6％ 96．4％

1998
中央75．0％
n方　25．0％

20．5％ 17．3％ 7．2％ 92．8％

1999
中央　75．1％

n方　24，9％
19．7％ 16，496 4．2％ 95．8％

2000
中央　75．0％

n方　25．0％
20．0％ 17，196 3．0％ 97．0％

2GO1
中央75．0％
n方　25．0％

17，296 16．6％ 3．6％ 96．4％

2◎02
中央75．0％
n方　25．0％

18．2％ 16．6％ 4，596 95．5％

20◎3
中央　75．O％

n方　25．◎％
18．4％ 17ユ％ 5．4％ 94．6％

（出所）『中国財政年鑑』，『中国統計年鑑』及び「河南統計年鋤（いずれも1994～2004の各年三）より算出。

　表9　河南省輝県市域内で徴収された価値税収の各級政府間での配分状況の推移（1994～2003年）

年　度
増値税収の規模及びその分割状況（単位：万元）

消費税と増値税の税収還：付

@　　（単位：万元）

@　　　　　C

c／a×100％

@　d

合　計 中央分（割合）a 輝野市分（割合）b

1994 5，900 3，936（67％） 1，964（33％） 3，182 81％

1995 8，075 6，058（75％） 2，017（25％） 3，342 55％

1996 8，230 6，172（75％） 2，058（25％） 3β58 54％

1997 9，201 6，882（75％） 2，319（25％） 3，406 49％

1998 9β86 7，054（75％） 2，332（25％） 3，408 48％

1999 9，265 7，027（76％） 2，238（25％） 3，407 48％

2000 9，988 7，521（75％） 2，467（25％） 3，439 46％

2001 10，480 7β63（75％） 2，620（25％） 3，461 44％

2002 12548　， 9，401（75％） 3，147（25％） 3，523 37％

2003 14，627 10，924（75％） 3，703（25％） 3，563 33％

（出所〉窪田年鑑社編『輝堺市年鑑』，輝県勢統計局編『輝県市国民経済窪目会発展統計資料』各年版

　　　より作成。
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ちなみに，「消費税と；増値税の税収還：付」とは

分税制改革前の地方　省）の既得権益を守るた

め　とりわけ省レベル政府の歳入の急減を防ぐ

手段として1993年の各省の財政収入をベーースと

し　分税制を93年に実施したとみなして地方か

ら中央へ余分に納めた税収を地方に還付する

という移転支出プログラムである。

　消費税と呼値税の税収還付の額の計算に当

たっては，まず各省の1993年の実際の税収額と

分税制の導入による中央と各省の税収変化の状

況をもとに，分税制による中央の税収純増額（消

費税＋増感税の75％分一分税制により中央が失

う税収額）を算出し，これを中央から各省への

税収還付の基準値とする。そして，94年以降毎

年，この基準値に増値税収と消費税収の対前年

増加率にO．3の係数を乗じて，税収還付の額を逓

増させていくという仕組みである。以上を算式

に示すと，表10のようになる。

　雷序市における消費税と増値税の税収還付の

額は，表1◎に示してあるように，中央財政に納

めた山武税と消費税の両方の数値によって決ま

る。ただし，上県市を含むほとんどの農村地域

では，消費税収が増値税収のわずか数パーセン

ト程度に過ぎないため，ここでは便宜上，税収

還付の額は中央に納付した丸瓦税収のみによっ
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て決まると仮定する。表9から見て取れるよう

に，中央に納付した高値税収に占める最高から

の税収還付の額の舗合が1994～2◎◎3年の！0年間

に81％から33％に激：減している。

　輝県市において，国税局が地方税務局から独

立して単独で銘旗税と消費税を徴収し始めたの

は1994年ユ0月のことであった。そのため，ここ

で，分税制が導；入された初年度に当たる94年を

除き95～◎3年の問に輝県市域内で徴収された増

値税収に占める中央財政への納付分と輝県市財

政への留保分の割合の推移（表9左側）をみる

と，中央・輝県市問でほぼ75％対25％の分割比

率を維持してきたことが見て取れる。

　中央・輝品品間での分割比率がほぼ固定され

ているにもかかわらず，信義市から中央財政に

納めた増値税収に占める中央財政から輝県市へ

の税収還付の割合が低下傾向を辿っているのは

（表9右側参照）なぜだろうか。これには，以下

二つの原因，つまり税収還付の「制度上の問題」

と「還付過程」の問題が考えられよう。

　税収還：付の制度上の問題については，前述し

たとおり，税収還付制度は地方の既得権益を守

るためのものである。そのため，豊かで税収の

伸び率が高いところに税収が多く還付されるよ

うにデザインされている。輝県民の場合は，中

表10　消費税と増県税の税収還付の計算方法

1993年の基準値＝＝　1994年の消費税収＋1994年の増値税収の75％一分税制導入により中央が失う税収

94年の税収還付ge　一1993年の基準値×（1＋1994年当該省の増値税収と消費税収の合計の対前年増

　　　　　　　　　力ll率×0．3）

95年以降の還付額＝前年の還付額×（1＋当該年当該省の増熱税収と消費税収の合計の対前年増加

　　　　　　　　　率×03）

　なお，中央から各省への税収還：付の額が決定された後，各省の裁量により，市，県への税収還付

の方式と額が決定される。なお，県から郷鎮へ税収還付をするかどうかは基本的に各省，各県の裁

量にゆだねられている。

（出所）筆者作成。
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西部のごく普通な県であり，東部の県と比べる

と，消費税と増値税の税収の伸び率がかなり遅

いため，還付の額も少なくならざるを得ない。

　他方，「還付過程」の問題とは，中央財政か

らの税収還付はいったん省を経由してから，各

市・県へ還付する仕組みになっているため，各

省は程度の相違こそあるものの，大抵の場合，

中央からの還付額の一部を引き止めている。こ

うした「還付過程」の問題も中央財政に納めた

増値税収に占める中央財政からの税収還付の額

の割合の激減に寄与したのは明らかである。

V　中央から省への財政移転

1．財政調整と財政移転

　現代社会では，如何なる国においても，すべ

ての地方団体が必要とされる一定水準の行政を

行えるように，国税地方税などを通じた税源

の適切な再配分を行い，地方団体間の財源の均

衡：化と所要財源の確保を図る必要がある。

　地方財政調整制度は，このような理由から発

生したものである。もっとも，世界各国の風習

や文化，および歴史などによって地方財政調整

制度自体はかなり異なってくるが，「ナショナ

ル・ミニマム」としてのサービス水準に関する

国民のコンセンサス，環境保全の視点などを総

合的に考慮した財政調整制度の必要性について

は，洋の東西を問わず広く認められている。

　とはいえ，東部と中西部という地域間の格差

に加え，都市・農村間の格差も非常に大きい農

業大国・中国では，財政調整の必要が広く認め

られながらも，如何なる制度を整備するかにつ

いては広くコンセンサスを得ることが難しい。

　もちろん，どこの国の農村においても，一般

的に言って政府機能を十全に発揮できない。そ

の理由の一つで，殆ど決定的に重要なのは財政

上の困難である。そこで，その困難を取り除く

ために財源調整と財源保障を内容とする財政調

整が行われるのが，日本やドイツなどの財政調

整先進国において一般的な現象である。しかし

中国の：場合，各級政府間で巨額の無償資金が行

き来しているものの，一見したところその多く

が財源調整と財源保障の機能を果たしうるか否

かは判然としない。したがって本稿は，中国に

おける各級政府間の無償資金の往来を言う際，

「財政調整」よりも「財政移転」を多用する。

　なお，ここで，財政移転とは，中央と地方の

財政バランスを補正するために両者問で資金を

無償で移転させることである（もちろん，交付

する側から見れば，「移転支出」である）。

　これは，主に「財政移転」のほうは範囲が広

くて，「財政調整制度なき国家」・米国（小泉

［20◎4コ参照）においても連邦から州，そして

州から地方（市町村〉への「財政移転」が一応

あるためである。中国の場合についても，後で

詳しく触れることになるが，多くの「財政調整

機能なき財政移転」が実施されている。したがっ

てここでは，まず「財政調整」と「財政移転」

の用語法上の違いを明示する必要があった。

2．なぜ中国に地方財政調整が必要なのか

（1）地域格差及び都市・農村格差の現状

　以下では，まず中国の正式統計である『中国

統計年鑑』の2005年版のデータから，中国にお

ける地域格差がどの程度厳しいものであるかと

いう点におおよその見当を付けておこう。

　2004年末の中国の人日は13．O億人（100％）で

ある。その内訳は最近の都市化を反映して，都

市（都市近郊や農村との結合部を含む）が5．4億

人（41．5％。うち現役軍人25二人［O．2・／。］含む），
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農村が7．6億人（58．5％）であった。

　他方，同年のGDP額16．◎丁丁（中国国家統計

局の修正発表後データ。1◎◎％）の構成を見ると，

主に都市住民が従事する第二次と第三次産業が

合計で13．9兆元（86．9％），主に農民が従事する

第一次産業が2ユ兆元（13．1％）である。一人当

たりの額で見ると，GDPは農村が都市の僅か1

割強に過ぎないことが判明したわけである。

　同じく2004年末のデータを使って，東部，中

部および西部に分けてみよう。まず，人口13．0

億人（100％）の内訳は東部5．0億人（37．9％），

中部4．4億人（33．7％），西部3．6億人（28．2％），

および現役軍人250万人（O．2％）である。同年

のGDP規模16．0兆元の構成を見ると，東部だけ

で10．0兆元（62，3％），西部と中部を合わせても6．0

兆元（37．　7％）に過ぎない。『一人当たりの額で

みると，GDPは中西部が東部の4割弱（37．5％）

程度である。

　つまり，政治的には「一つの中国」だが，経

済的には「三つ，ないし四つの中国」が並存す

る状態が生まれたわけである。「一つの中国」

という点から見れば，少なくとも原理的には，

農村においても都市と同じ水準，そして中西部

の省においても東部の省と同じ水準の政府サー

ビスが提供されねばならない。しかし，「三つ，

ないし四つの中国」のうち，農村や，中部と西

部の省の経済力はかかる政府規模を維持するに

はあまりにも弱体である。したがって，農村の

場合は都市から，そして中部と西部の場合は東

部から，「財政上の援助」を受ける必要がある。

（2）財政調整の必要性

　しかし，以上のことは，次のように見方を変

えることもできる。農村と都市，そして東部と

中西部が一つの国民経済の中に統合されたのだ
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から，政治的にも経済的にも「一つの中国」以

外は一切ありえない。「一つの中国」における

一人当たりGDPは，都市の水準に比較して，農

村の水準は1割強程度に過ぎず，そして東部の

水準に比べて中西部は6割以上分も少ない。

　したがって都市と東部で政府規模をそのまま

維持するならば，国民経済の水準では明らかに

「過大」となる。ここから導かれる帰結は都市

と東部の政府規模を縮小して再設定し，その水

準に農村と中西部の政府規模を引き上げる必要

があるということである。この二つの必要（都

市と東部による農村と中西部への援助，都市と

東部の政府規模の縮小）は，相互に関連してい

る。都市と東部の政府規模がそのままであるこ

とは，同じ政府規模と政府サービスを農村と中

西部も要求するので，いまや「過大」となった

政府規模を農村と中西部に延長して，再現する

ことになる。それは都市と東部からの財政援助

をそれだけ大きくすることなしには不可能であ

る。肝心な点はたとえそれができたとしても，

かかる「過大」な政府規模は不合理な資源配分

をもたらす恐れがあるということである。

　そこで，都市・農村聞，および東部・中西部

問の財政調整の必要が生まれる。しかし，中国

では，如何なる法律においても地方政府に自治

権と課税権が認められていないため，本当の意

味の地方税制度も存在しているとは言えない。

：通常，地方税制度は中央・地方間で財源の調整

を行い，両者間の財政関係を規律する制度と考

えられるが，独立した地方税制度が存在しない

中国では，地方は中央の財政移転に依存する形

で監督を受けなければならないことになる。

　また，分税制の原則からすれば，各級政府間

の役割分担に応じた財源配分を行わねばならな

い。しかし現状では，政府レベルに分けてそれ
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金額ベースで見れば依然として増え続けている。

　前出の表10に示した消費税と増値税の税収還

付の算出方法からわかるように，各省への税収

還付の額は主上に当該省が実際に徴収した二値

税収と消費税収の合計と基準年（1993年〉のこ

の2税の税収の合計の差額などに基づいて算出

される。93年の税収を基準値にしており，基準

値を超えた部分については1より小さいe．3の比

例係数を設定しているため，その重要性は益々

低くなっていくのは当然である。

　また，前述したように，税収の伸び率が高い

東部の省に税収が多く還付される設計となって

いる。税収還：付には富裕省と貧困省との間の財

政力格差を平準化する意図が秘められていると

の指摘（OECD［2006］，75頁参照）もあるが，

その効果がかなり限られていると考えられる。

　図6では，消費税と三値税の税収還付の総

額に占める東部，中部及び西部の割合の1994～

2002年の9年間の推移が示されている。消費税

と増値税の還付額全体の半分以上が東部の省に

向けられていることが見て取れる。しかも，こ

の9年間に還付額全体に占める中部と西部の割

合がそれぞれ鐙8％と231％から25．6％と21．5％

へと低下してきたのに対し，東部の割合が逆に

50．1％から52。9％へと増えてきた。

　その結果東部，中部及び西部の省問の財政

力格差は縮小するところか，むしろいっそう拡

大されていくのは当然の成り行きである。

　「93年国務院分税制決定」においては，税収

還付の実施期間こそ明示されなかったが，「現

有の地方既得権益の構造を維持し　徐々に改革

の目標に到達するために」税収還付制度を設け

た経緯を考えれば，できるだけ早い段階に税収

還付のような経過措置を廃止するという意図が

秘められているのではないかと考えられる。

　税収還付の廃止後は，すべての移転支出を日

本の地方交付税制度のような一般移転支出に

持っていくことによりあらゆる点で中国におけ

る地方財政調整システムが完備する運びになっ

ていたからである。中西部の省を援助するには

財源が必要だが，「93年国務院分税制決定」に

はなんら具体的な規定も設けられなかった。

　後ほど触れるが，95年に設立された「過渡期

移転支出」制度は地域間格差を是正するための

60％

50％

4e％

30％

20％

10％

g％

50」％ 5α3％ 50．4％ 50．4％ 50．6％ 5tO％ 51．9％

o 268％

22．7％ 22．6％ 22．5％ 22．O％ 2唱。6％
2t5％

1994年　1995年　1996年　1997年　1998年　f999年　20⑪◎年　2091年　20⑪2年

＋東部尋一中部一ts西部1

（出所）財政部予算司編『地方財政統計資料』各年版より筆者作成。

　　図6　消費税と二値税の税収還付に占める東部，中部，西部の割合の推移（惚鱗～豊O麗年）

一　！83　一



　　　　　　　　　　　　経済学研究　　第73巻第2・3号

表11中央から各省への財政移転の構成と規模の推移（1994～2005年。単位　億元）

1994 1995 1996 1997　11998 1999 2◎00 200i 2002 2003 200婆 2005

税収還付類財政移転

i全体に占める割合　％）

1，799

i75．3）

1β67

i73．7）

1，9遵9

i71．6）

　2，011

P（71．9）

2，083

i62．7）

2，！33

i52．2）

2，268

i48．6）

2β35

i38．9）

3，611

梶D1）

n．a，

i鍛，a．）

n。a．

in．a．）

n．a．

in．a．）

うち増値税と消費税還付分
i全体に占める割合　％）

1，799

i753）

1，867

i73．7） （7！。6）

1，949　2，011

@　　（71．9）

2，083

i62．7）

2，133

i52．2）

2，268

i48．6）

2，335　3，014

i38．9） （4ユ．o）

3，631

i44。0）

4，157

i4G．エ）

4Q24

i35．1）

所得課税の基数還付分

i全体に占める割合　％）

0
（
0
）

0
（
⑪
）

0
（
0
）

o
（
0
）

o
（
o
）

0
（
0
）

o
（
0
）

o
（
o
）

597

i8．1）

n，a．

ia．a．）

n．a，

in．a．）

n．a．

in．a．）

特定目的類財政移転

i全体に占める割合　％）

420

i17．6）

375

i14．8）

489

i18。0）

516

i18．5）

1，066

i32．1）

1，786

i43．7）

2，162

i46．3）

3β86

i56．4）

3，149

i42．8）

且．a．

in。翫ウ

n，a．

in，a．）

R．a．

i鷺．a．．）

うち農村税費改革補助金

i全体に占める割合　％）

0
（
⑪
）

0
（
⑪
）

0
（
0
）

0
（
0
）

0
（
0
）

0
（
o
）

17

i0．4）

80

i1．3）

245

i3．3）

305

i3．7）

396

i3．8）

662

i5，8）

地方公務員給与引上；補助金

i全体に占める割合　％）

0
（
0
）

o
（
0
）

0
（
o
）

0
（
0
）

G
（
0
）

343

i8．4）

451

i97）

892

i14．9）

1，180

i16．ユ）

1，755

i21．2）

！，873

i18．0）

n．a，

in，a．）

専項補助

i全体に占める割合％）

361

i15．1）

375

i14．8）

489

iユ8．0）

516

i18．5）

895

i26．9）

n．a．

in．a．）

1，440

i309）

n．a．

in．a．）

n．a．

in．a．）

n．a，

in．a，）

n．a，

in．a。）

35ユ7

i307）

その他特定目的補助金

i全体に占める割合　％）

59

i2．5）

o
（
o
）

0
（
o
）

0
（
0
）

171

i5ユ）

n．a．

in．a．）

254

i5，4）

n．a．

in．a．）

n．a．

in．a．）

n．a。

in．a．）

n．a．

in，a．）

n．a．

in．a．）

一般目的類財政移転

i全体に占める割合　％）

170

i7．1）

239　』

i9．4）

189

i6．9）

211

i7．5）

ユ73

i5，2）

168

i4．1）

506

i12．4）

281

i4，7）

602

i8．2）

517

i63）

n．a．

in．a，）

n．a．

iR．a．）

うち一般（過渡期）移転支出
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出所：財政移転総額の推移について，1994～2003年は『三国財政年鑑』2004年版，336頁，04～05年は全人代における金人慶財政部

　　長の予算報告と財政部（http：／／wvvw．mof．gov．　cn／news／uploadfle／zt＿2006yusuan＿2004zhongyan＿1．htm）参照。その他はOECD

　　［2006］，Table，3．4．大西［2004］，69頁，宋超・紹智［2005］，田中［2005］i『地方財政統計資料』各市版，財政部HP（http：〃

　　www．mof．gov．　cn／index．htm）など参照、

1994～2005年の’間，中央から各省への移転支出

の規模は約4．8倍（11，474÷2，389≒4．8）に増え．，

消費税と増値税の還付額もこの間に1，799億元か

ら4，024億元へと2．2倍に増えたが，移転支出全

体に占める消費税と増値税の還付額の割合が同

期間内に75．3％から35．1％へと低下したことで

ある。これはいったいなぜだろうか。

4．主要な財政移転支出制度

（1）税収還付類財政移転

　a　消費税と一一税の税収還：付

　以上の問題を解明するにはまず消費税と増値

税の税収還付の仕組みを説明する必要がある。

　確かに分税制導入以来，消費税と増値税の税

収還付は一貫して中央から省への各移転支出項

目の中で最大割合を占めてきた。01年以降そ

の割合は40％前後で横ばいしてはいるものの，
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それの財政を管理する，いわゆる「分級管理」

原則の下で，役割は分散しているにもかかわら

ず，財源が中央に集中している。そのため，中

央と地方の問で第一次分配（分税）と第二次分

配（財政移転）という二段階の調整を経て財源

配分と役割分担の一致が図られねばならない。

　分税制導入前では，中央は自らの徴税機構を

持たなかったため，関税以外の中央税の徴収を

も地方の徴税機構に委ねざるを得なかった。分

税制導入後，中央自身の徴税機構が設立された

ことにより，税務行政の面から中央への租税権

限の集中を促す結果となった。逆に言えば，分

税制改革は地方の財政権限を大幅に奪うもので

もあった。この改革は農村財政難をはじめ様々

な問題をもたらしたが，中央への税源集中とい

う点から見れば，一応成功を収めたのである。

　ところが，中央に租税権限を奪われた地方は

中央の移転交付に依存せざるをえなくなった。

このことが，本格的な財政調整が論じられ始め

たことのきっかけとなった。分税制前の財政請

負制の下では，各省が広範な財政権限を有し，

中央は，関税収入のような僅かな税源のほかは

各省からの納付金（分担金）により財政を運営

する，いわば地方の「食事付き下宿人」であっ

たため，財政調整が論じられるほどの状況は生

まれなかった。分税制になってから，中央が財

政権限を強化したため，中央の財政権限と各省

の財政権限との間の調整をなさなければならな

いという情勢がはじめて生まれてきたわけであ

る。

　以上をまとめると，財政請負制のときは，中

央・地方問の財政調整は，副次的な意味しか持

たなかった。これに対し，分税制後財政調整

問題は中央・地方間財政関係の焦点になった。

3．申央から省への財政移転額の推移

　分税制が導入されたことにより，：地方がさら

された財政上の困難が，中央・地方間の財政調

整システムの整備を促したのである。分税制導

入後しばらくの間，税収還：付は中央から地方へ

の移転支出の大半を占める状況が続いたが，税

収還付は中央と地方の政治上の妥協の産物であ

り，本来の意味での財政調整と呼べるものでは

ない。税収還付以外の移転支出制度として代表

的ものは「丁丁補助」（詳細は後述）と過渡期

財政移転（詳細は後述）などがあるが，最近で

は新たな移転制度も次々と生まれてきている。

　中国政府の公式統計では，各種の移転支出に

ついて一貫した分類方法をしていない。

　他方，OECDが2006年2月に公開した中国の

公共支出に関する報告書では，中央から省へ

の移転支出を，①税収還付類財政移転（tax

rebate－type　transfers），②特定目的類財政移転

（special　purpose　transfers）及び③一般目的類

財政移転（general　purpose　transfers）の三つの

類型に分けている。次頁の表11はOECDの分類

方法に基づき，中央から省への各種移転支出プ

ログラムを以上の三つの類型に分けた上で，各

類型のうち移転支出細目別の規模を入手できた

限り最大限に示したものである。

　表11から見て取れるように，2000年前後から

税収還付類移転と特定目的類移転はいずれも移

転支出全体の約半分を占めるのに対し，一丁

目的類移転は一貫して低い割合（全体の数パー

セント程度）にとどまっている。また，1994～

2001年の問に税収還付類移転の割合が一貫して

減少したが，特定目的類移転の割合は98年以降

「地方公務員給与引き上げ補助金」などといっ

たいくつかの新しい交付項目の導入により01年

までに急増し続けた。ここで注目すべき点は，
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ものである。しかし，そのわずかな金額を除く

と移転支出の所要財源はほとんど国債で調達す

ることが想定されたと考えられる。

　もちろん，国債は将来償還されねばならない

が，それはこれからの経済発展に伴う自然増収

（とりわけ中央財政の）が一種の「成長の配当」

の形で，償還するための財源を提供してくれる

はずであった。つまり，中，西部の省は東部の

省ではなく，国が国債で調達した資金で援助を

受ける。そうすると，中西部においても経済発

展が生じる。したがって償還財源はそこから汲

み出され，東部の省は実質的に償還負担を負わ

ないで済む目算が立てられたのである。

　この目算は，見事なほどに外れた。中西部の

省の財政事情がそれを如実に物語る。というの

は，中西部の省の農村では経済が奈落に沈み，

税収が生じないために，県，郷鎮財政は破綻の

危機に直面し続けた。破綻を回避するには，中

央政府の移転支出による救済措置を採る以外に

方法がなかった。とりわけ98年以後，97年のア

ジア金融危機の影響もあって，中央は移転支出

の積み増し対策に追われるようになった。もち

ろんその財源のほとんどは国債発行によって賄

う以外に方法が無かった。結局のところ，97年

までの移転支出規模と国債発行額を大幅に引き

上げせざるを得なかったのである。移転支出の

当初計画が，税収還付の規模の漸減を予定して

いたと考えられるだけに，98年以降のこの積み

増し対策はそれだけに厳しいものとなった。

　では，移転支出の積み増し対策の効果はどう

だろうか。それが本稿E節（前号）の表5に如

実に示されている。分税制の導入に際し，中央

は中西部の省からの支持を取り付けるために，

中央財政の増収分からの移転支出を中西部の省

へ重点的に配分することを約束した。移転支出

第73巻　第2・3号

の結果，中，西部の省の移転交付前di．財政収入

（各省が自ら徴収した税収等の額）にそれぞれ

の移転交付の額を加えた後の可処分収入，すな

わち財政支出をみると，確かに財政構造はいく

ぶん改善された。しかし，東部の省との比較で

は，なお収入構造に大きな格差があることがわ

かる。

　b　所得課税の基数還付

　前出の表11から見て取れるように，1999年に

至るまで，税収還付類移転だけで移転支出全

体の半分以上を占める状況が続いていた。2000

～Ol年の間になるほど税収還付類移転の割合が

40％を下回るほど減少したが，02年以降は再び

増加に転じている。これは02年に税収還付類移

転のカテゴリーに以下に触れる新しいタイプの

移転支出，即ち所得課税の基数還付（income

tax・rebate）が導入されたためである。

　中国財政の最大課題は，本稿のこれまでの議

論からもわかるように，「改革開放政策の推進

で得をした人・地域から損を蒙った人・地域へ

所得を再分配する仕組みを創ること」につきる。

その核心は所得課税の強化と中央財源化，そし

てそれを再分配する仕組みの構築である。

　その試みは既に開始され，02年1月に発表さ

れた所得課税（企業所得税，個人所得税，利子

所得税）の共有税化改革がその第一歩である。

この改革の主な内容は以下の通りである。

　（1）鉄道運輸・郵政・四大国有商業銀行・

　　三大国有政策銀行・海洋石油ガス企業の企

　　業・個人所得税は中央財源とし，残りの所

　　得税は中央・地方の共有税とする。

　（2）以上の共有税の配分比率については，

　　2◎02年が中央：地方＝5◎150，03年が同

　　60：40，03年以降は再考する。
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　（3）改革による中央政府の財源増加分はすべ

　　て中西部の省への移転支出に充当する。

　（4）新規登録企業の徴税は国税局が行う。

　1994年の分税制改革当時では，個人所得税は

地方税とされ，企業所得税の場合は，原則上地

方税とされながらも，中央所管企業の税収は中

央，外資系企業の税収は90％分を中央に10％分

を地方にとした。ところが，2002年の改革により

一部国有企業の税収は引き続き中央に帰属する

以外，その他の企業に係る企業所得税，個人所

得税，利子所得税は一定の比例で中央・地方間

で按分することになった。また，従来のように個

人や企業の従属関係に基づき税収を分配する方

式が中央・地方問で一定比率にて分割する方式

に改められ，中央の増収分が一般移転支出とい

う一般目的財政移転に回すことが決定された。

　この改革の狙いは，地域間の所得再配分を図

るとともに01年末のWTO加盟を機に益々進出

してくる外資系企業や一層の発展が見込める個

人・私営企業の税収を中央に取り込むことによ

り，中西部の省への移転支出を強化することに

ある。02年に一般移転支出の一般移転支出割が

前年より倍増（138億元から279億元。前出の表

11参照）したのも，この改革による中央の増収

分124億元が一般移転支出の原資に充てられた

ためである。

　しかし01年の各省の税収実績が基準値（「基

数」＝base　amount）とされ，中央・地方間の

分割比率に基づいて中央に集まった所得税収の

「基数」分を徴収先の省に「還付」する，いわ

ゆる「所得課税の基数還付」方式を採っている。

　これは東部の省の反対を和らげるために設け

た妥協措置だが，もともと税収の多かった地域

に多くの税金が還付されるのでは，改革の意義

が薄れてしまう。改革による急激な変化を避け

るために地方の既得権益を保障する点において

は，分税制改革の際に消費税と三値税の税収還

付制度によってそれまでの地方の既得権益を過

度に配慮したことの二の舞になっている。

　図7では，個人所得税と企業所得税の基数還

付に占める東部，・中部及び西部の割合（02年の

データ。以下同）が示されている。そして図8

では，個人所得税と企業所得税の合計に占める

東部，中部，西部の割合が示されている。

　所得課税の収入，すなわち個人所得税と企業

所得税の合計に占める東部，中部および西部の

割合がそれぞれ59．0％，21．9％および19．1％であ

るのに対し，個人所得税と企業所得税の基数返

西部11．8％

中部13．50／一

（出所）『地方財政統計資料2002』，35頁より作成。

　　図7　所得課税の共有税化に伴う基数還付の額に占める地域別割合（2002年）
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（出所）図7に同じ。

図8　所得課税（個人所得税＋企業所得税）収入に占める地域別割合（2002年）

還に占める東部，中部及び西部の割合がそれぞ

れ74．7％，13．5％，11．8％となっている。個人所

得税と企業所得税よりもその基数還付のほうが

地域間の不均衡が大きいことがわかる。

　このように，所得課税の基数還付制直下にお

いても，東部の省が優遇され1中西部との問の

財政力格差の平準化には役立たないのである。

　さらに問題となるのは，所得課税の共有税化’

改革により中央の税収取り分が引き上げられた

後，各省においても，種々の名目で個人所得税，

企業所得税のみならず，市・県レベルの基幹税

である営業税の省への納付分まで次第に引き上

げられた。すなわち省が市・県の財源を無視す

る政策が採られたわけである。

　省にとってこれは，主に一般財源を強化する

目的であっただろうが，裏返していうと，省以

下の共有税枠組みの中で省と市・県間の税源配

分を市・県に不利に見直したことにもなる。こ

れにより，地方財政収入全体に占める省レベル

の割合は2001年の23．4％（『中国財政年鑑』2002

年版，82頁）から02年の26。0％（同2003年版，85頁）

に引き上げられた。各省内における税源配分は

大幅に省有利に改定された結果である。
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